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日本災害情報学会理事会承認　　　　　　　
「避難を考える研究会」研究企画書
関谷直也（東洋大学）　
１　目標
避難に関して研究面・実務面で課題となっている点について論点整理を行い、学術的整理を目指す。その後、「避難」論の構築にむけてロードマップを作成し、避難の哲学を考えていく。最終的には、「避難の教科書」を作成し、避難に関する制度設計にむけて提言を行う。まずは、議論する土台を、共通認識をつくることを目的とする。当面は以下の二つを行う。

（１）２年後までに、現在の「避難」論の課題を整理する。「避難」の報告書を出す。

（２）３年後までに、現在の「避難」論の研究を整理する。「避難」の研究書を出す。
２　趣旨
「避難を考える」研究会の設置を提案する。

　最近「情報で人の命を救う」というフレーズがよく使われる。この言葉には主に二通りの方向性がある。

　一つは、「情報で」の部分である。安否情報、気象情報、避難勧告、緊急地震速報の一般提供など、人々に対する様々なメディアを用いてどう伝えればよいか、どのような文章で伝えればよいかなど、情報を精査しようという方向である。この「情報」での部分に関しては、現在、日本災害情報学会においては「デジタル放送研究会」が活発に研究活動をおこなっている。

　今一つは、「人の命を救う」の部分である。どうやって人を避難させるべきか。最終的に人を避難させて人の命を救うという部分に関して日本災害情報学会会員諸氏が大きな関心を向けていることには異論はないと思われる。いつも日本災害情報学会において議論の焦点になるものも、人の避難のあるべき姿と情報を受け取る人の行動・心理の部分である。

本研究会は後者、人の避難のあるべき姿や情報を受け取る人の行動・心理の部分に焦点をあてる。

事実として、現在「避難」に関することが最も議論されている学会は日本災害情報学会である。

しかしながら、この「避難」に関しては、教育、広報、緊急時の情報伝達、住民の判断など、それぞれ何が有効か、何を行っていくべきかについては議論があり、方向性が見えているとは言いがたい。
また、理想的な避難像に関しても議論がある。津波における車避難、高台への避難、避難所以外への避難、緊急地震速報を受けての適切な避難行動、水害時における二階避難、これらに関しては、研究者はもとより、法律面・行政面においても概念に揺らぎがある。

今後の災害情報の議論をより豊かにかつ生産的なものにするために、避難の概念あるいは避難のあるべき姿、避難行動の理論について、これまでに出された主要な論点や、共通認識および主要な対立点などを整理することによって、今後の議論の土台としての共通理解を形成することを目的とする。

なお、本研究会では避難を字義どおり「難」を「避ける」行動ととらえ、被災回避や退避、生活避難など広く捉える。必ずしも現行の災害対策基本法の枠組みを前提とはしない。避難を指示する情報として、避難勧告、避難指示なども検討対象に含む。
３　成果
‐10年間の学会の学際的研究の成果を３年間で「見える化」し、災害情報論の体系化の一歩とする。個人ではなく、日本災害情報学会としての「学問的成果」の社会還元とする。

‐「研究」を中心とする会員の交流促進および会員拡大（学会会員外のオブザーバー参加や他組織と共同開催など工夫をし、関心のある人を取り込む）を試みる。

４　運営グループ構成
磯打千雅子・日本ミクニヤ営業企画事業部・課長（会計責任者）

首藤　由紀・社会安全研究所・所長
地引　泰人・東京大学総合防災情報研究センター・助教

須見徹太郎・国土交通省河川局災害対策室・室長

関谷　直也・東洋大学社会学部・准教授（コーディネーター）

廣井　　悠・東京大学大学院工学系研究科・助教　
５　そのほか
・メンバーは「日本災害情報学会 研究会設置要領・運営規則」によって、「公募による自己推薦に基づき研究会を主宰する者がこれを選定する」こととなっている。災害情報学会の会員を中心とするが、対象者として「研究したい人」に中核におく。

・正規メンバーは、最低一回の発表を義務とする（勉強会ではなく、「研究上の交流」を行う。）

※　本研究会は『日本災害情報学会 研究会設置要領・運営規則』（2004年9月7日制定）設置要領2「研究会は本学会の目的を達成するために適当と判断される課題をテーマとして，有志の発案や会員から要望のある具体的課題を研究するために適宜設置する」に基づき、関谷直也が提案した。

設置要領3「研究会の設置は本学会企画委員会が行い，理事会の承認を得て実施に移す」に基づき、9月9日企画委員会にて了承され、理事会の承認を得るべく提案するものである。

運営規則3「運営グループは会を始めるにあたり，研究会の構成員，研究会の運営・実施方法，実施予算案などを記載した研究企画書を作成しなければならない」に基づく研究企画書は、設置承認後に運営グループを正式に組織し、企画委員会に提出する。
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